




教 育 活 動 の 活 性 化
保 崎 則 雄
基本理念
言語研究センターが設立されて､20年を経た現
在､その存在意味､価値についての討論は､的を
得た意見があるものの､なかなかまとまらず所謂
bandaidsolutionの域を出ていないようにも思
われる｡過去 5年間､センターはその改革の過渡
期にあったと判断されるが､現実には多 くの所員
の意識をかりたて､センターを発展させるという
ことに関していえば､いくつかの実施案は残念な
がら効を奏してこなかったようである｡おそらく
今､そしてこれからthequartercentennialに向
かう今後 4年の間で必要なことは､見直 しと
いう考えではな く､まさにCarter政権時のzero
budgetsystemの如く､マルチメディアラボの新
設という新しい枠と共に､新 しくセンターを構築
するという方向であろう｡それが､またニューズ
レターNo.17にある武内先生の "Reform OrDie"
の趣旨であろうし､また､国広先生の ｢雑用を減
らし､研究の充実を｣という声､佐藤 (夏生)先
生の ｢ソフトの充実｣､そして鈴木 (広子)先生
の ｢抜本的改革｣の具現化となり得ると考える｡
そしてなによりも山口所長になってからの懸案事
項であるセンター改革という方向と進路を同じく
するものであろうと信 じる｡
以下 3部にわたる一連のセンター再構築構想は､
文部省が95年 2月に決定 した､F高度情報通信社
会推進に向けた基本方針』､そしてそれをさらに
具体的に提示 した 『教育学術､文化スポーツ分野
における情報化実施指針』(95年8月)を踏まえ
て､日本の高等教育機関の一部である大学教育の
中の神奈川大学というマクロからミクロという捉
え方､そしてまた現実の教育機関で働 く-教員と
しては､学習者が学びやすい､効果のある､しか
もできれば効率の良さ､合理性も考慮し､教える
者､学ぶ者が喜びを持つような授業を､さらに-
教育工学研究者としては､地球をその学びの場､
教育環境と捉えるという立場に立っての理念であ
ることを付け加えておく｡言い替えれば､理念を
基にした具体策ということになろう｡誤解なきよ
う付記 しておくが､以下の構想は､現状がどうの
こうのという観点からのものではない｡すでにこ
の方向で進んできている内容も､またまったくの
新 しい内容も同次元で含まれている｡過不足など
があると思われるので､これを契機にセンター内
外で出来る限り多 くの活発な意見交換､議論を期
待 したい｡
1)教育活動の活性化
現在何が問題になっているか｡今までセンター
に寄せられた要望などを分析すると新 しい教育メ
デイア (コースウエアを含む)を十分生かす学習
環境が出来ていない､ということに尽きるようで
ある｡1990年代の学習者がどんな能力､技能､知
識をどこまで身につけることを望んでいるのか､
我々教育提供者としてはどのような力をつけて社
会に送り出したいか､原点に戻ってみる必要があ
る｡管理部門に関することは後に譲るとして､教
育に関することでは､以下のような案が考えられ
る｡
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1-a)教育 ･学習メディア利用のためのワーク
ショップ開催
センターでは今までテクノロジー (広義の意味
であ り､単に電気で動 くものという程度のもので
はない)に関する技術公開が積極的に図られてき
たとは思えない｡テクノロジーの理想的な発展は
利用者の不十分な技術､能力を補完､延長､転換､
開発するものである｡Technologyphobiaを解消
する最 も効果的な方法は､わかりやす く､楽しめ､
意味ある習得過程の提供である｡目的思考の考え
方でい く必要もある｡一般的にマニュアルは問題
解決の方向で書かれていなく､合 目的的ではない｡
このテクノロジーで何が出来るか､利用者は何を
どのようにしたいのか､例示 しつつ､発展､触発
させるようなワークショップの開催が定期的に必
要である｡参加 してよかった､得をしたという充
実感の得 られるワークショップには､プロの力 も
必要とする｡
1- b)ゼミ､卒業研究 (学部生､院生)の研究
発表会の援助､奨励
縦のつなが りの良い面を残 して､さらに横のつ
なが りの活性化を図り､各教員の 『我が城』症候
群から離脱することによって学習者の幅広い学習
を保証する｡教育に関する発表はより多 くの分野､
年齢の人間の参加によって初めてより良いものに
なる｡ミニ学会という風に捉えればよい｡この実
施により､プレゼンテーション技術､能力 も向上
する｡人文学会学生部会の最近の活動､努力 を､
センターとしてもさらにアカデミックにタイアッ
プ､バ ックアップする必要がある｡学生の教育活
動を狭 く規制する方向で講義科 目を捉えるのでは
なく､逆に広げる方向で参加させるのである｡そ
れが学問の自由であり､現代の高等教育の主流た
る考え方である｡要は､学生にもっとアカデミッ
クなプレッシャーをかけ､学習過程､結果から生
まれる喜び達成感を持たせるような行事をバ ック
アップすべきである｡参考までに付け加えれば､
今までの教育活動に関しては､PR､参加者の募
り方に問題がある｡
1-C)新 しい形態､内容の語学関連教育の開発
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まず､学習者の要求､必要性を時間をかけて真
筆に観察する｡見た くないこと､知 りたくないこ
とも多々出てくるであろう｡しかし､中学校､高
等学校で情報基礎を学習 し､コンピュータ機器､
キーボー ド操作を学んで くる現代の大学生は専攻
分野に拘わらず､当然､大学にその延長､あるい
はそれ以上を期待する｡高等教育機関としての大
学はそれを保証する義務がある｡当然のことなが
ら､情報処理科 目では､肝心の語学教育が保証さ
れない｡まず､F知的な道具』 としてのメディア
教育が必要である｡加えて教員は 『知識の分配者』
ではなく､『知的活動の促進者』でなければなら
ない｡ここで､team teachingの考 えが応用で
き､分野､専攻を超え､従来の発想 を転換するよ
うな講義､教育方法､さらに､時間割､カリキュ
ラムの構築､実践が必要となる｡
1-d)基礎的なメディア教育の必要性
これだけの学習メディアが氾濫する中､それに
ついての実践的､理論的な科 目が開講されないの
は､不思議である｡メディア研究でも明らかなよ
うに､まず最低限のメディア認識を帰納的､かつ
演樺的に押さえ､その後各自の問題解決に向けて､
教育課程が援助 してい くことが望ましい｡誰が教
える､というより何をどのようにどのような環境
で教えるかという､学習者の学習活動に主眼を置
いた考え方である｡自分の問題解決のためにどの
ようなメディアがどのように利用でき､かつ濫用
してはいけないのかということを具体的､理論的
に学ぶことが肝心である｡
1-e)Telecommunicationの応用
人間が移動するのは､想像以上に不確実であり､
危険を伴い､また無駄が多い｡情報､つまり教育
内容､教授時間を自由に移動させるのが学習者に
とっては一番都合がよい｡言い換えれば､F学習
者各自のキャンパス』という考え方である｡この
方法だと､抜け､さぼりの部分が明確になる｡勿
論､キャンパスで会うという授業形態は別の意味
があるので保持する｡両者のバランスを考え､学
習方法､学習内容､目標を分析､整理 し､現代､
そしてもっとも効果的と判断される自分の授業に
即した教授方法を考案するのがよい｡その結果､
私の授業のシステムでは､毎週全て学生と会う､
という分析結果も当然あるであろう｡具体的にい
えば､授業予定､シラバスなどをWWWのホーム
ページとして制作してのせておくということがま
ず考えれる｡新しい概念によるカリキュラムを作
成 し､メディアを効果的に利用 したクラス､Inte
rnet利用の教育の開拓､遠隔教育の実施､電話利
用の言語教育の実施などが早晩実施されてしかる
べきであろう｡
今まで､学習者､教育提供者の足跡によりつな
がっていた大学が､アナログ､デジタル情報通信
網を中心としたケーブルでつながりつつある｡物
理的には確かにそうであるが､そのつながりを意
味､意義あるものとして発展させる教材､人材､
学習者､教授法のネットワークの構築はそのシス
テムを利用する我々の知恵如何である｡昨今電子
キャンパス､マルチメディアキャンパスなる言葉
があるが､なにも新しいものではない｡新 しいの
はハードウェアだけである｡概念は､すでに40年
以上も前から存在 していた｡今熟慮 しなくてはな
らないのは､むしろそれを構築､利用､修正､廃
棄する自由､勇気､行動力を持ちうるかという我々
大学教育関係者の意識である｡その意識､態度な
くしては､大学教育は進歩しえない｡
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